

















































れた 20 項目の目標、2010）に基づき、2015 年に国連で決められた国際社会共通の目標と
いえます。 
 観光面においては「持続可能な観光」が実現できるように、例えば、バルセロナ（スペ
イン）では、通常の都市計画に加えて、観光用宿泊施設特別都市計画を策定し、ゾーン区
分に応じた宿泊施設の立地規制が導入されており、その他にベネチア市（イタリア）でも
「責任をもった来訪者」へ導くためのキャンペーンが実施されています。また京都では、
混雑度や予想訪問客数情報、代替目的地・ルートの情報提供を行い、「持続可能な旅を実行
したいが、知識不足や追加コストに対する懸念がある」旅行者へのサポートを行っていま
す。 
これら個別施策に加えて、観光庁では、地域の現状に基づきながら持続可能な観光地経
営が行えるよう、国際基準に準拠した「持続可能な観光指標」の開発・普及に取り組んで
います。これは、社会的・経済的・環境的・管理運営的観点から地域を評価するもので、
常に適当な利用状況となっているか、モニタリングするツールといえますが、持続可能な
地域づくりのためには関係主体による合意形成や取り組みが必要不可欠といえます。 
このように地域の活性化は、長期的視点や多様な主体とのかかわりの中で、考える必要
があり、その研究もより高度化、総合化が求められております。そして、社会環境が大き
く変化する中で、それらに柔軟に、しなやかに対応しながら、新しい社会づくりにコミッ
トメントする事が必要といえます。地域活性化の実現には、多くの困難があり、まだ道半
ばですが、研究所として今後も精力的に取り組みたいと考えています。 
皆様方のなお一層のご支援とご協力をよろしくお願い申し上げます。 
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